政策ニュースレター第234号

「これまでの議論の整理（案）」に対して議論

第10回社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、通知いたします。

社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会の第10回会合が2012年11月14日、都内会議室で開催され、9月28日の第8回特別部会提出の「生活支援戦略に関する主な論点（案）」に即してこれまでの議論を整理した内容に対して議論が行われた。連合から花井総合政策局長が出席した。

１．これまでの議論の整理について（案）

　　事務局より「これまでの議論の整理（案）」が提示され、意見交換が行われた。主な意見は以下のとおり。

＜新たな生活困窮者支援体系について＞

○基本的な考え方について

（委員）「新たな生活困窮者支援体系」と「生活保護制度の見直し」が分かれているが、両者は同じ目的を持　って相互に機能するという、改革の理念・考え方の筋を通す必要がある。

（委員）当初は「参加」と「自立」が重んじられていたが、「参加」が抜け落ちて供給側の視点が強くなっている印象がある。

（宮本部会長）総論で受け止めるべきことであると判断する。

○総合的な相談支援の在り方について

（委員）総合相談支援センターにも生活保護法に基づく保護決定権を与えるべき。そうでなければＮＰＯや社会福祉法人が行政に決定を要請・交渉している現状と同じになってしまう。

（委員）総合相談支援センターに保護決定権を持たせるのは問題である。

（宮本部会長）機能の中身は今後調整が必要であると認識している。

（委員）生活困窮者は相談に行きたくても交通費も出せない。その他、フードバンクとの連携等による食事の提供を含めて、基礎的な支援は総合相談支援センターの機能として付加するべきである。

（委員）「伴走型」の支援と謳われている割に、その中身が書かれていない。その上で、自立生活のためのプランは本人が主語でなければならない。また、社会自体をどう変えていくのかという視点も重要である。

○中間的就労の在り方について

（委員）以前の特別部会で労働市場に影響を与えないことや認証の仕組みについて意見があったが、一般企業が参加しづらくなる。

（委員）意欲のある企業をいかにつくっていくかが重要である。

（委員）本人への支援が中心となっているが、家族の支援も重要である。

（花井委員）支援期間は期限を設けない方向で検討すべきである。本人の意思に関係なく経済情勢の悪化や病気により訓練から脱却できない場合もある。また、事業所の認定要件は必要である。現在支援を行っている団体の方々が献身的なのは承知しているが、いざ制度化すると貧困ビジネスの対象となる可能性がある。

○居住の確保について

（委員）住宅困窮者からさまざまな相談を受けているが、多くは保証人もいない、緊急連絡先もない人たちである。

○貧困の連鎖の防止について

（委員）相談における労働に関する知識は重要であり、若者の相談支援センターの機能に加えていただきたい。また、労働への接続となると基礎自治体を飛び越えることになるので、若者の相談支援センターの対応範囲は広めに設定していただきたい。

＜生活保護制度の見直しに関する論点について＞

○基本的な考え方について

（委員）生活保護は210万人超の命を救っている制度であり、ポジティブに捉えるべき。マスコミは一部の不正受給の問題を大きく取り上げているが、国民の信頼性を得るための正しい情報を発信すべきである。

○切れ目のない就労・自立支援とインセンティブの強化について

（委員）インセンティブは一律ではなく、就労意欲が高い人にすべき。

（花井委員）生活保護受給期間の更新に関する記載があるが、期間の更新制は適当ではない。生活保護受給者の状況はさまざまであり、それに対応した多様な支援を切れ目なく行うことで、本人の意欲を引き出していくことが重要である。また、貧困ビジネスはいたちごっこで出てくるので、規制するための法的整備が必要ではないか。

○健康・生活面等ライフスタイルの改善支援について

（委員）生活困窮者には現在も自治体の無料診療の制度があるが、医薬分業で薬代だけ自己負担することになり、それを市の予算で賄っている実態がある。

○不正・不適正受給対策の強化等について

（委員）扶養義務の強化について、日本社会の空気として、子どもは親に迷惑をかけたくないという気持ちがあり、逆もしかりである。そうすると生活保護制度があってもその前に躊躇してしまう。

　以上の意見交換の後、宮本部会長より報告書の起草委員会を設けて作成することとされ、委員の指名が行われた。起草委員は、宮本部会長・岩村部会長代理・岩田委員（日本女子大学教授）・駒村委員（慶應義塾大学教授）の４名である。

２．その他

　　事務局より「『地域若者サポートステーション』事業の今後のあり方に関する検討会中間まとめ」（第4回検討会（2012.11.8）でとりまとめ）の説明が行われた。

　次回の特別部会は未定。

以上

